
新築住宅だけでなく既存住宅（いわゆる中古住宅）も対象となります。

知ってください。使ってください。

青　森　県

わが家の安心すまいアップ

住宅性能表示制度は、質のよい住宅を安心して取得できるようにするためにつくられた住宅

品質確保法（住宅の品質確保の促進等に関する法律）に基づく制度です。

この制度を利用すれば、住宅を買う時や建てる時に、住まいの性能を相互に比較したり、希

望の性能を設計者・施工者に伝えることができ、望みどおりの性能の住宅を手に入れることが

できます。

住宅の新築、購入に

　　既存住宅の売り買いに

　　　　修繕やリフォームに

住宅性能表示制度!



新築住宅
のガイド

希望する性能のレベルを指定できます

同じ基準で性能を比較できます

新築住宅の「建設」や「購入」に役立ちます

【注文住宅の場合】

　新築住宅の性能表示制度を使え

ば、「耐震等級は２」や「維持管理対策

等級は２」などのように様々な性能を分

かりやすい数値（等級）で指定すること

ができるばかりではなく、指定どおりにで

きているかどうかを専門家がチェックし

てくれます。

新築住宅の性能表示制度は、住宅の性能を比較するときに役立つ制度です。

　自動車やコンピュータなどを購入す

る場合は、性能を比較して選びます。

これらの製品の場合、カタログに馬力

や排気量、ＣＰＵ速度やハードディスク

容量など、比較できる情報が書かれ

ており、比較検討が簡単です。

　住宅の場合でも、「地震に強い家」

「省エネの家」など、その住宅の特徴

が書かれていることがありますが、これ

らの性能は、ハウスメーカーや販売会

社によって「強さ」や「省エネ」の定義

が異なっていることが多く、比較が困

難でした。

　しかし、新築住宅の性能表示制度

を使って建設された住宅であれば、

住宅の性能が同じ基準で評価されて

いるので、性能の比較が可能になりま

す。

新築住宅の性能表示制度は、希望する性能を有する住宅を建設したり購入したりするときに役立つ制度です。

【分譲住宅の場合】

　分譲住宅の場合も、性能表示制度

を利用していれば性能が分かるので、

注文住宅の場合と同様に自分の希望

にあった住宅を選ぶことができます。

【評価書を契約書に添付すれば、評価した性能が契約内容となります】

　新築住宅の場合、住宅供給者が契約書面に住宅性能評価者やその写しを添付した場合や、消費者に住宅性能

評価書やその写しを交付した場合には、住宅性能評価書に）表示された性能を持つ住宅の建設工事を行う、若しく

はそのような住宅を引き渡すことを契約したものとみなされます。

Ａ社

耐震等級　２

耐火等級　１

劣化対策等級　３

省エネルギー対策等級　２

…

Ｂ社

耐震等級　１

耐火等級　２

劣化対策等級　２

省エネルギー対策等級　３

…

耐震等級　２

耐火等級　１

劣化対策等級　３

省エネルギー対策等級　２

…
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住まいの性能が等級や数値で分かりやすく表示されます
新築住宅の性能表示は「品質」を、10分野29の「ものさし」ではかります。

10分野の「ものさし」で住宅の性能が分かります

　「地震などに対する強さ」「火災に対

する安全性」「省エネルギー対策」など

10分野の性能項目について、等級や

数値で表示します。外見からでは判断

できない建物の性能の違いが、専門知

識がなくても分かりやすく理解していた

だけます。

住宅性能保証制度とセットで
利用するとお得です

　（財）住宅保証機構の「住宅性能保証制度」とは、新築住

宅の完成引渡し後、万一の補修費を最長１０年間保険によ

り保証する制度で、住宅品質確保法に基づく「住宅性能表

示制度」とセットで利用すると、保証制度の住宅登録料（保

険料や手続き費用等）が割引になるなどお得です。

民間金融機関の住宅
ローンや住宅金融支
援機構提携フラット
35の優遇が受けら
れます

　評価書を取得した住宅は、住宅ローンの金利優遇を受けられる場合が

あります。優遇の条件や内容はそれぞれの金融機関で異なりますので、

下記ホームページをご参照ください。

　【http://www.hyouka.gr.jp/shohisha/loan.html】

　また、フラット３５を利用する場合、住宅性能表示制度を利用した新築

住宅で、一定の要件を満たすものについては、設計・中間現場検査の

手続きを省略し、竣工現場検査・適合証明の申請手続きのみで、適合

証明書の交付を受けることができるようになりました（竣工後であっても申

請可能）。

住宅性能評価を受けた住
宅は地震保険料が優遇され
ます
　住宅品質確保法に基づく建設住宅性能評価を取

得すると、耐震性能の等級に応じ地震保険料率の割

引を受けることができます。

①地震などに対する強さ

②火災に対する安全性

③柱や土台などの耐久性

④配管の清掃や補修のしやすさ

⑤省エネルギー対策

⑥シックハウス対策・換気

⑦窓の面積

⑧遮音対策

⑨高齢者や障害者への配慮

⑩防犯対策

新築住宅
のガイド

①構造の安定

②火災時の安全

③劣化の軽減

④維持管理への配慮

⑤温熱環境

⑥空気環境

⑦光
・視環境 ⑧音環境

⑨高齢者等への配慮

②

⑩防犯



② 火災に対する安全性（火災時の安全）･･･７つの「ものさし」

　住宅の中で火事が起きたときに、安全に避難できるための、燃え広がりにくさや避難のし

やすさ、隣の住宅が火事のときの延焼のしにくさなどを評価します。

③ 柱や土台などの耐久性（劣化の軽減）･･･１つの「ものさし」

　年月が経っても土台や柱があまり傷まないようにするための対策がどの程度されている

かを評価します。等級が高いほど柱や土台などの耐久性が高いことを意味します。

④ 配管の清掃や補修のしやすさ（維持管理への配慮）･･･２つの「ものさし」

　水道管やガス管、排水管といった配管類は一般に構造躯体の修繕などを実施するより

も早く取り替える必要があります。

　そこで配管の点検や清掃のしやすさ、万一故障した場合の補修のしやすさなどを評価し

ます。等級が高いほど配管の清掃や補修がしやすいことを意味します。

⑤ 省エネルギー対策（温熱環境）･･･１つの「ものさし」

　暖房や冷房を効率的に行うために、壁や窓の断熱などがどの程度されているかを評価

します。等級が高いほど省エネルギー性に優れていることを意味します。

⑥ シックハウス対策・換気（空気環境）･･･３つの「ものさし」

　接着剤等を使用している建材から発散するホルムアルデヒドがシックハウスの原因のひ

とつとされているため、接着剤を使用している建材などの使用状況を評価します。

　また、住宅の中で健康で暮らすためには適切な換気が必要なので、どのような換気設

備が整えられているかについても評価します。

⑦ 窓の面積（光・視環境）･･･２つの「ものさし」

　東西南北及び上方の５方向について、窓がどのくらいの大きさで設けられているかを評

価します。

⑧ 遮音対策（音環境）･･･４つの「ものさし」

　主に共同住宅の場合の評価項目で、上の住戸からの音や下の住戸への音、隣の住戸

への音などについて、その伝わりにくさを評価します（この評価項目はオプションです）。

⑨ 高齢者や障害者への配慮（高齢者等への配慮）･･･２つの「ものさし」

　高齢者や障害者が暮らしやすいよう、出入り口の段差をなくしたり、階段の勾配を緩くし

たりというような配慮がどの程度されているかを評価します。

⑩ 防犯対策･･･１つの「ものさし」

　外部開口部（ドアや窓など）について、防犯上有効な建物部品や雨戸等が設置されて

いるかの侵入防止対策を評価します。

① 地震などに対する強さ（構造の安定）・・・６つの「ものさし」

　地震などが起きた時の倒壊のしにくさや損傷の受けにくさを評価します。等級が高いほ

ど地震などに対して強いことを意味します。

　このほかにも、強風や大雪に対する強さに関する評価もあります。

③



構造の安定
（耐震等級 等級○等）

空気環境
（ホルムアルデヒド等の
　濃度測定 等）

高齢者等への配慮
（高齢者等配慮
　対策等級 等級○）

維持管理への配慮
（維持管理対策等級 等級○等）火災時の安全

（耐火等級 等級○等）

光・視環境
（単純開口率○％等）

防犯
（開口部の侵入防止対策）

既存住宅
のガイド

住まいの性能がわかります
（個別性能に関すること）

住まいの劣化や不具合が分かります
（現況検査により認められる劣化等の状況に関すること）

　現況検査では、外壁などに生じている「ひび割れ」や床の「傾

き」、壁や天井の「漏水等のあと」などについて検査を行います

　（部位等・事象別の判定）。

　また、住宅の劣化等の状況を容易に把握しやすいように、一定

の事項の個々の検査結果に基づいて、その住宅全体の総合的

な判定も行います（総合判定）。

　さらに、選択事項（※）として、木造の部分を有する住宅の場

合、土台や柱などの腐朽や蟻害の詳細検査（特定現況検査）も

用意されています。

※「部位等・事象別の判定」「総合判定」は、

必須事項なので、評価を申請すれば必ず実施さ

れますが、「特定現況検査（腐朽等・蟻害）」

と「個別性能に関すること」における個々の性

能表示事項は選択事項なので、検査申請の際

に、評価を受けたい事項を明示していただく必

要があります。詳しくは、評価機関にお問い合

わせください。

既存住宅の性能表示は「品質」を、７分野22の「ものさし」ではかります

　既存住宅の場合、新築

住宅を対象とした性能表

示事項（10分野29事項）

のうち、劣化事象等による

影響を何らかの形で反映

でき、技術的に信頼度を

もって評価が可能な事項

に限定して7分野22事項

が設定されています。

現況と性能を評価します

既存住宅

性能表示

現況検査により認められる劣化等の

状況に関すること

個別性能に関すること

　→新築住宅を対象とする性能表示事

　項29事項のうち22事項（新築時に建

　設住宅性能評価を受けていない住宅

　に適用するのは13事項）

現況検査により認められる劣化等の状況
1．部位等・事象別の判定
2．総合判定

特定現況調査により認められる劣化の状況
○ 腐朽等の状況
○ 蟻害等の状況　

1. 構造の安定に関すること
　1-1 耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
　1-2 耐震等級（構造躯体の損害防止）
　・
　・
　等

2. 火災時の安全に関すること
　2-1 感知警報装置設置等級（自住戸火災時）
　2-2 感知警報装置設置等級（他住戸等火災時）
　・
　・
　等

【既存住宅の性能表示事項】

①地震などに対する強さ

②火災に対する安全性

④配管の清掃や補修のしやすさ

⑥シックハウス対策・換気

⑦窓の面積

⑨高齢者や障害者への配慮

⑩防犯対策

　選択事項（※）として、新築住宅の性能表示制度と同様の個別

性能ごとの性能評価も受けることができます（個別性能評価）。

④



　既存住宅の住宅性能表示制度は、既存住宅売買の当事者間で物件情報を共有化し、契約の透明化と円滑

化を図ることを目的のひとつとしています。

　既存住宅を売買するとき、住宅の現況（家の劣化の状況や不具合）、さらに、持っている性能が分かれば、安

心・納得して売買できます。

物件Ａ？

物件Ｂ？

物件Ｃ？

傾き

ひび割れ 漏水等のあと

　既存住宅の住宅性能表示制度は、適切な維持管

理、修繕・リフォームを支援するために、住まいの痛

み具合などを適時・適切に把握することを目的のひ

とつとしています。

　たとえば、住宅リフォームの前に、リフォーム事業

者以外の第三者に住まいの傷み具合を検査しても

らえば、安心・適切なリフォームが可能になります。

また、リフォーム後の状況を確認する上でも有効で

す。

　マンションなどでは、設備や階段・廊下などの共用

部分も適時・適切な検査を受けることで、マンション

の適正な管理ができます。

　規模や建て方、新築時の状態、築後の

年数や履歴などを問わず、新築住宅（※）

を除く、すべての住宅が対象です。一戸

建てや長屋建て、マンションのような共同

住宅でも申し込めます。

　既存住宅を「買う人」「売る人」「仲介する人」、

その住宅に「住んでいる人」「所有している人」

「管理している人」のだれでも申し込みは可能で

すが、立ち入り検査を行うことになりますので、

「所有者」等の同意が必要です。

　また、共同住宅の場合は。対象住戸の所有

者（又は居住者）だけではなく、管理組合等の

同意や管理組合が所有している情報なども必

要になります。

※ここでいう新築住宅は、住宅品質確保法第2条

に「新たに建設された住宅で、まだ人の居住の用

に供したことのないもの（建設工事の完了の日か

ら起算して1年を経過したものを除く）と定めら

れています。


